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11.託送料金の見直しについて

◼ 弊社は、2026年7月10日に託送料金※制度（レベニューキャップ（RC）制度）における「収入の見通し(託送
料金原価)の変更申請」（以下、「収入の見通しの変更」）を行い、9月4日に承認されました。

◼ 承認された「収入の見通しの変更」にもとづき、 9月11日に託送料金単価の見直しを反映した託送供給等約款の
変更届出を行いました。

※託送料金：すべての小売電気事業者（弊社小売部門含む）が、電気を供給する際に一般送配電事業者に支払う料金です。

【電気料金への影響】

✓ 託送料金単価の見直し※１を踏まえた電気料金の見直しについては、今後、小売電気事業者（弊社小売部門
含む）が算定していくこととなります。

✓ 今回の見直しによる託送料金は一般のご家庭（月間使用量260キロワット時※2）で月額570円の増となるた
め、電気料金についても同程度になるものと考えられます。

✓ なお、今回の託送料金の見直しについては、11月１日実施となります。

※１：見直し後の託送料金単価はプレスリリースの添付資料①（料金単価表）をご参照下さい。

（https://www.okiden.co.jp/shared/pdf/news_release/2026/260911.pdf）

※２：沖縄電力小売料金における従量電灯の平均的なモデル（月間使用量260キロワット時）にて算定のため、小売電気事業者のメニューによって
影響額は異なります。

【申請理由】

✓ 昨今の物価上昇等の影響を、自助努力による吸収だけでは困難な状況になっております。

✓ 電力の安定供給等を維持していく為には、それらを支える取引先との間に物価上昇等を適切に反映した取引価
格を実現し、施工業者における人材確保等、サプライチェーン全体の維持が必要となります。

https://www.okiden.co.jp/shared/pdf/news_release/2026/260911.pdf


2２．電力の全面自由化について
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➢ 2016年4月の法改正により、発電・小売部門が全面自由化され、沖縄エリアでも多くの新電
力が参入しました。

➢ 発電・小売事業者は電気を供給するため、送配電事業者の設備を利用します。

➢ その際、送配電設備の利用料（託送料金）を一般送配電事業者に支払います。

➢ 託送料金を含む供給条件は、すべての事業者に公平である必要があり、国の認可を受ける規
制対象となっています。
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発電事業者
（競争部門）

一般送配電事業者
（規制部門）

小売電気事業者
（競争部門）

沖縄電力 発電本部 送配電本部

新電力発電事業者

沖縄電力 販売本部



3３．電気料金の内訳

➢ お客さまが小売電気事業者に支払っている電気料金は、分解すると大きく３つに分けられます。

➢ そのうち②託送料金分が、小売電気事業者を通して送配電事業者へ支払われています。

➢ 一般家庭の場合、託送料金は電気料金全体の約30％程度です。

①発電料

・発電事業者が
「電気を作る」
ための費用

②託送料金

・送配電事業者が
「電気を届ける」
ための費用

③営業費

・小売電気事業者が
「電気を売る」
ための費用

経済産業省
電力・ガス取引監視等委員会

広報資料より
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当社小売
新電力

【電気料金】

①

③

②
お客さま

小売
事業者

6
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44.託送料金見直しの必要性（物価及び金利上昇の影響）について

◼ 電気を安定してお届けするためには、設備の建設や保守、災害復旧などに継続的な投資が必要で
す。近年は物価上昇や人件費の上昇、金利の上昇により、これらにかかる費用が大きく増加してい
ます。当社ではコスト削減や業務効率化に取り組んでいますが、企業努力だけで吸収することが難し
い状況となってきたことから、今回託送料金の見直しを実施いたします。

＜人件費・物価関連指標の推移＞ ＜国債等金利の推移＞

出典：2025年12月16日 第72回料金制度専門会合 資料3（一部抜粋）

◼ 電柱等の工事費が増加、資材価格の上昇

◼ 人材確保のため人件費上昇
◼ 金利上昇により借入費用が上昇
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55. 託送料金見直しの概要

◼ 今回の「収入の見通しの変更」は、物価上昇等の影響に伴う費用等を反映するもので、内訳は下記
のグラフの通りです。（各メニュー別単価については添付資料①参照）

◼ 上記変更に伴う電気料金への影響は、一般のご家庭（月間使用量260キロワット時）で月額
570円程度※の増となる見込みです。

※発電側課金も加味する可能性があるため、小売料金は変動する場合がある。

【申請概要】

3,463

＋108

＋10

3,621

期中調整額

＋157

2026、2027年度の物価等および
金利変動の影響見込み額を反映
（算定にあたっては、効率化を含む
合理的な設備投資量の見直しを反
映しております）

（億円）

収入の見通し
（現行）

物価等変動

金利変動
制御不能費用 収入の見通し

（今回申請）

2025、2026年度
のブラックスタート確
保費用の契約結
果を反映 等

※上記の数値は5カ年合計額、端数処理により合計額は一致しません。

＋39
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6参考 .安定供給を支えるサプライチェーンの維持

◼ 送配電設備の建設・保守・災害復旧は、多くの施工業者によって支えられています。

◼ しかしながら昨今の物価上昇や人材不足の影響により、特に送電・配電の電工作業員数は減少
傾向が続いている状況となっています。

工事種別 件名№

工事件名 工事区分

工期 運開 竣工 （仮工事：XXXX年XX月運開）

総予算 工事費 物品費 用地費等 付帯修理費 関連除却費

347 265 61 0 0 21

設備費 0 0 0 162 164 0 0 設備費：工事費＋物品費＋用地費等の総計

付帯修理費 0 0 0 0 0 0 0

関連除却費 0 0 0 0 21 0 0

（2）区間

66kV 1 普通アルミ系 1

66kV 1 OPGW 1

注：架空地線の張替のみで鉄塔工事がない場合には、架空地線の亘長・種類を電線亘長、電線種類の欄に記載する

66kV 1 CV 単心 1 GIS 架台 洞道

その他投資※2

新設・建替

改造

電線 新設・張替

ケーブル

架空地線

その他設備（碍子等）

用地費

除却損

付帯修理費

関連除却費 9

■ 工事費・物品費の高額要因となる環境情報、設備設計情報、主な採用背景

　　・特になし。

0 発注形態 効率化額（百万円） 0

無

特命発注理由

区分 区分

66kV送電設備改良(2025) 架空・地中

費用発生 2025年4月 2026年6月 2026年7月

更新投資 工事理由 リスク量大 送電15

総工事費

（百万円）

工事費：諸経費配賦後の請負工事費

物品費：設備工事に付随する物品費

用地費等：工事費・物品費以外のその他費用

付帯修理費：設備工事に付随する修繕工事費

関連除却費：設備工事に付随する除却工事費支出別
前年度末

支出累計
2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

2028年度

以降

工事概要

（説明図と整合が取

れるような具体的な

説明）

・本件名は、設備機能維持・向上を目的とした送電設備に係る各種品目の張替・取替工事の件名である。

・本件名において、①電線張替工事、②がいし取替工事、③架空地線張替工事、④ケーブル張替工事、⑤電線劣化診断試料採取工事、⑥排水ポンプ取替工事を実施する。電線については、高経年ガ

イドラインに基づく評価では更新対象とならなかったものの運開年度には設備構築から51年経過し経年も進んでいることから供給信頼度の低下が想定されることと、電線付属品（圧縮クランプ）が

腐食しており同設備の取替を実施する必要があることから電線付属品（圧縮クランプ）取替工事と合わせ電線張替工事を行う事で、停止回数と停止期間の低減、工事効率化および供給信頼度向上を

図れることから電線張替を行う。がいし取替工事については、使用開始から21年を目安に取替計画を行っている。なお、詳細については取替前にがいし調査（初回10年，2回目5年，以後3年毎）の

結果をもとに取替実施の決定を行う。架空地線張替工事（OPGW張替）については、塩害腐食（腐食生成物）によるアルミ管の圧潰で、アルミ管内に収容された光ファイバーを圧迫し、伝送損失の

低下又は、光心線の断芯を引き起こし通信障害が発生していることから張替を行う。ケーブルについては、高経年ガイドラインに基づく評価にてＨI「2」（ヘルススコア）、C「4」（影響度）とな

り、リスク量低減の更新対象として抽出されたことから張替を行う。電線劣化診断試料採取工事については、これまで電線張替時期を経年40～45年としてきたが、アセマネ算定結果により取替時期

が大幅に先送りになったことから、取替目安としてきた経年45年を劣化診断時期としている。排水ポンプ取替工事については、故障実績（約2台/年）に基づき取替を行う。

・また、上記①～⑥工事に伴う、既設設備の除却工事を実施する。

【工事概要】

①電線張替工事	

・海洋博線(新名護変電所～海洋博変電所の一部)	：経年51年（設置 1975年）

②がいし取替	工事

・阿波根線(真壁線T#17～阿波根線T#11)：経年22年（設置 2004年）

・屋良線1･2号(屋良線T#6～13)：経年22年（設置 2004年）	

・佐敷線(友寄変電所～佐敷変電所)：経年23年（設置 2003年） 	

・天願線2号(栄野比変電所～天願変電所)：経年23年（設置 2003年） 	

・新名護幹線1号(新名護幹線T#58)：経年23年（設置 2003年）	

・新名護幹線2号(新名護幹線T#55,56,58,59)：経年23年（設置 2003年）	

・高原線(渡口変電所～中頭幹線T#12)：経年24年（設置 2002年）	

・美里線(中頭幹線T#13～18、美里線T#1)：経年24年（設置 2002年）	

・伊波線(具志川幹線T#21～伊波線T#1)：経年26年（設置 2000年）	

・名護安富祖幹線(名護安富祖幹線T#21～38)：経年26年（設置 2000年）	

③架空地線張替工事	

・伊良皆線(具志川幹線T#24～伊良皆第一変電所)	：経年26年（設置 2000年）

④ケーブル張替工事	

・北中幹線2号(瑞慶覧変電所～瑞慶覧変電所ｶﾞﾝﾄﾘｰ)：経年30年（設置1996年）

⑤電線劣化診断試料採取工事

・琉球セメント線(琉球セメント線P#14～15,A相)：経年47年（設置1979年）

・前田線(西原幹線T#27～28,A相)：経年47年（設置1979年）

⑥その他	

・排水ポンプ取替工事（2台想定）	

工事情報

（1）線路名

66kV海洋博線

66kV北中幹線2号

66kV海洋博線：新名護変電所～海洋博変電所

66kV北中幹線2号：瑞慶覧変電所～瑞慶覧変電所ｶﾞﾝﾄﾘｰ

（3）各種種類・数量

電圧

(kV)
回線数

電線

導体数

13.6km 240㎟

10.8km 50㎟

鉄塔基数(新設・建替)

(基)

鉄塔基数(改造)

(基)

鉄塔重量計

(t)

回線延長（電線）

(km)
電線種類

電線公称断面積

(mm2)

布設方式
管路工事亘長

(km)

管路工事

種類

0.1km 2,000㎟

回線延長(ケーブル)

(km)
ケーブル種類・種別

ケーブル公称断面積

(mm2)

ケーブル

導体数

（4）関連工事

関連工事の件名№ 遮断器(台) 制御盤・保護盤(面)

ケーブル始端・終端

(鉄塔,架台,GIS,中間接続箱)

電圧

(kV)
回線数

その他

工事費の内訳

（百万円）

工事費※1 物品費 その他諸費等※3

鉄塔

177 21

34

※1　諸経費配賦後の請負工事費　※2　建築工事など「その他投資」の査定区分に該当する投資額　※3　設備費のうち、工事費・物品費・用地費以外のその他費用

工事概要 修繕費用・除却費用

設備の撤去費用 12

2

29 17

25 21

特命発注予定（工事費・物品費）

環境情報

設備情報

契約状況

（2021年度末時点）

既契約額(百万円) 全て競争

ケーブル物品費／回線延長 41,540

鉄塔物品費／重量

―

調達の効率化策 ―

電線工事費／回線延長 12,997 鉄塔物品費／亘長 0
（参考）工事単価

項目 工事単価（千円／単位） 項目 工事単価（千円／単位）

工事費

鉄塔工事費／基数

物品費ケーブル工事費／回線延長 674,180 電線物品費／回線延長 1,562

【工事概要説明図】

※写真は類似案件工事を掲載しております。

【設備情報】(電線)

【工事工程表】

【設備情報】(ケーブル)

②がいし取替工事

⑥排水ポンプ取替工事

①電線張替工事

⑤電線劣化診断試料採取工事

①電線張替工事

⑤電線劣化診断試料採取工事

②がいし取替工事

④ケーブル張替工事

③架空地線張替工事

線路名 区間および支持物番号
ﾘｽｸ量低減

更新対象

海洋博線 新名護変電所～海洋博変電所 ＨＩ 1 Ｃ 2 ×51年（1975年）

経年（製造年） リスク評価結果

設備名称
ケーブル公称断面積

(mm2)
区間

ﾘｽｸ量低減

更新対象

北中幹線2号 2000 瑞慶覧変電所ＧＩＳ～瑞慶覧変電所ガントリー ＨＩ 2 Ｃ 4 〇

経年（製造年） リスク評価結果

30年（1996年）

変電所

④ケーブル張替工事

HI 1 HI 2 HI 3 HI 4 HI 5

C4 24.1 7.8 0.9 0.6 1.7 35.1

C3 5.4 5.1 5.1 0.1 2.8 18.4

C2 23.7 1.2 1.2 0.0 0.0 26.1

C1 100.9 4.5 0.1 0.0 0.1 105.7

154.1 18.6 7.3 0.6 4.7 185.3

ケーブル[km(回線延長)]

工事工程表

4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2

2025年度 2026年度 2027年度

電線張替工事

がいし取替工事

2023年度 2024年度

ケーブル張替工事

電線劣化診断試料採取工事

排水ポンプ取替工事

除却工事

架空地線張替工事

運開

HI 1 HI 2 HI 3 HI 4 HI 5 合計

C4 ０ ０ ０ ０ ０ ０

C3 ０ ０ ０ ０ ０ ０

C2 701.5 ０ ０ ０ ０ 701.5

C1 ０ ０ ０ ０ ０ ０

合計 701.5 ０ ０ ０ ０ 701.5

電線[km(回線延長)]【ガイドラインに基づくリスクマトリクス】

施工業者作業：送電工事 施工業者作業：配電工事
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